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３つの判決について 
                               2019 年 12 月 5 日  
                              夫婦別姓訴訟弁護団 
 
 下記の３つの判決言い渡しがありました。 
① 2019（令元）年 10 月 2 日東京地裁判決 
② 2019（令元）年 11 月 14 日東京地裁立川支部判決 
③ 2019（令元）年 11 月 19 日広島地裁判決 

 いずれも請求は棄却され、力及びませんでした。2015 年の最高裁判決から 4 年を経て 
社会は刻々と変わっていっても、下級審裁判所は、最高裁判決に安心して依拠しあるいは 
忖度し、独自の思考をしないことに何ら問題を感じないようにも思えました。 

しかし、私たちはまったくひるまず、実現するまであきらめません。ここまで応援して 
くださった皆様の多大なご支援に感謝するとともに、まだ道のり半ば、これからもどうぞ

よろしくお願いします。 
以下、判決について簡単にコメントいたします。もっと詳しくは、控訴理由書をお読み

ください（①判決の控訴審裁判所には、2019 年 12 月 4 日提出しました）。 
 

一 憲法 14 条 1 項について 
１ 夫婦同氏にすることは、婚姻の成立要件・直接の制約 

東京地裁の①②の判決は、「夫婦同氏を希望する、しない」は憲法 14 条 1 項の「信条」

にあたるとしましたが、広島判決は、「信条に該当するかどうかに関わらず」として判断

を回避しました。 
個人の尊厳が守られるべき重要な「信条」であると２つの裁判所が判断したことは、

まず評価したいと思います。ちなみに、信条にあたらなくても、あるいは信条のような

重要な価値が区別の標章になっていなくても（たとえば身長 150 センチ以上か否かとい

ったようなことでも）不合理な区別は、差別とされます。 
しかし、いずれの判決も、民法 750 条の法文の形式が、「信条（広島判決では、信念や

主義）の違いに着目していない」ことを理由に、差別にあたらないとしました。 
これは、裁判所は、違憲判断から逃げたくて、下記の法律の構造についてあえて法文

に無理な解釈をしていると考えます。 
つまり、民法 750 条の夫婦同氏制は婚姻の「効力」の場所に置かれ、成立「要件」で

はないようにみえますが、民法は婚姻の成立「要件」として、(1)実質的要件（婚姻年齢

による制約など）と、(2)形式的要件（役所への届出が必要）の規定をおき、(2)の届出に

ついては、戸籍法 74 条 1 項でその必要的記載事項として夫婦の氏をあげている、という

構造です。婚姻の「効力」だったはずの同氏が（「効力」だとすれば、同氏にしなくても、

婚姻自体はできます）、戸籍法によって、形式的「要件」の中に組み込まれてしまった、
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つまり、同氏（１つの氏を選ばなければならないこと）は、婚姻の成立「要件」になっ

てしまい（「要件」の場合、同氏にしなければ、婚姻自体ができません）、婚姻の直接の

制約となっています。この点は、平成 27 年最大判の岡部違憲意見も指摘しています。し

かし、①②の判決は、いずれも、同氏を「要件」であることを認めようとせず、婚姻の

「直接の制約ではない」と、最大判の文言を踏襲しました。第一次訴訟では民法 750 条

の違憲性を訴えましたが、戸籍法 74 条 1 項によって婚姻の「成立要件」になっていると

いう点を明確にするために、第二次訴訟では、原告は、民法と戸籍法をセットとして法

令の違憲審査対象として主張し、夫婦の氏を 1 つに決めなければ婚姻できない仕組みを

問題にしているのに、その違いを無視して、上記のような浅い判断で、①②の判決は「形

式的不平等はない」と結論づけています。 
 
２ 一律適用と差別 

次に、①②判決は、夫婦同氏に関する規定は「すべての者に対し一律に適用されるか

ら不平等はではない」、としました。これは、明らかに誤りです。「婚外子相続分を差別

する規定は、婚外子にも婚内子にも（つまりすべての者に）一律に適用されるから不平

等ではない」、という論理がおかしいことと同じです。 
 

二 憲法 24 条論 事情の変更 
３判決は、いずれも、2015 年以降のさまざまな社会の変化をもってしても、まだ、（最

高裁判所の）判例変更を正当化しうるだけの事情変更はないとしました。 
  この日本で起きている家族や個人の生き方にかかわる大きな変化（他国に例をみない

速度の人口減少、少子化、高齢化、婚姻数の減少、単身世帯が最大割合を占める家族の

形に）、その中でも特に女性の有業率の上昇は止まらず、選択的夫婦別姓の要求が強くな

っていることを、まだ裁判官に実感をもって理解してもらえていません。特に、婚姻改

姓の苦しさ、それを回避して法律婚ができない人たちの苦しさを、裁判所に理解されて

いません。 
 
三 女性差別撤廃条約・自由権規約違反 
  国は条約を遵守するために批准したのに（遵守しないつもりなど全くなかったはず）、

女性差別撤廃条約について、３判決はいずれも、該当条項につき、個々の国民に直接権

利を保障するものではない、直接に適用する裁判規範性がない等と述べ、条約違反であ

るか否かの真正面からの判断を回避するという、司法消極主義にどこまでも徹していま

す。 
この点の判断に入れば、民法 750 条は条約に違反しているか、していないか、結論を

述べなければなりません。素直に国連の委員会の勧告の通り、「条約に違反している」と

述べれば、条約より下位の規範である民法や戸籍法の改正の放置は国賠法上違法に近づ
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き、最高裁判例を覆さなければならなくなりますし、「条約に反していない」と述べると、

日本政府が、あるいは日本の司法が、国連の場で国際的非難を強く浴び、とても困った

事態になることが目に見えるのです。どちらにも行けない、だから、判断しない、そし

て裁判所が判断しないことも法的に許されるという、苦しい言い訳だけを延々と述べる

情けない判決になっています。 
  自由権規約については、一律に判断を回避してはいませんが、②判決は、一部の条項

については同じ理由で判断を回避しました。また、①②③判決ともに、判断したといっ

ても、該当条項の文言だけを表面的に解釈するに留まることによって、そして自由権規

約委員会の一般的意見には法的拘束力がないということを言い訳にして、条約違反では

ないと判断しました。このような解釈方法は、自由権規約の趣旨目的に反するものです。 
 
四 通称使用・旧姓併記について 
  通称使用・旧姓併記が出来る範囲がしだいに広がっていることについては、裁判所の

受け止め方は楽観的すぎます。  
 とくに、②判決が「不利益緩和が進んでいる」とまで述べて評価し、そのことを 24 条

違反ではないことの根拠としているのは問題です。実際の日々の生活で、どれほど旧姓

が使えないか、使い分けが不便なものか、経験されない裁判官にはまだわかってもらえ

ていません。 
 
五 ただし、次の点は評価したいと思います。 
１ 婚姻に際して婚姻後も夫婦別氏を希望することは「信条」に当たると、①②判決が

認めたこと。 
２ 夫婦同氏制の合理性の根拠の１つとして、2015 年に最高裁が述べた「嫡出子である

ことを示すために子が両親双方と同氏である仕組みを確保することにも一定の意義が

ある」との差別的文言は、いずれの裁判所も採用しなかったこと。 
３ 社会の変化や国民の意識の変化について、統計数字等についても短い判決の中で頁

数を割いて詳細に認定し、社会の変化を認めたこと 
４ ①③判決は、「身分変動に伴う氏の変動は性質上予定されている」（②判決では述べ

られている）といった、制度優先思考（後から作った制度の枠内でのみ人権を検討す

る思考）、を採用していないこと。制度優先思考的記述を濃厚に残すのは、②判決のみ

です。 
５ ②判決は、地方議会での意見書等を踏まえ、多様な考え方にも配慮し、国会での議

論が望ましいとしたこと（反面、裁判所の本来の役割である人権救済をせず、改正の

見込みのない国会に無責任に託したということですが）。  
 
控訴審も頑張ります！ 


